
円滑な施工確保に向けた各種取り組みについて
（ 営 繕 ）

国土交通省 関東地方整備局

営繕部



次 第

１．「官公庁施設整備における発注者のあり方について」答申
（社会資本整備審議会）
－公共建築工事の発注者の役割－

２．営繕工事の円滑な施工確保に向けた取組
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実績要件の緩和（耐震改修工事の例）

■ 企業に求める施工実績要件 （例 ①）

■ 配置予定技術者に求める工事経験（例 ①）

■ 企業に求める施工実績要件（例 ②） ＜規模が大きい場合＞

※ 配置予定技術者に求める工事経験（例 ②）は、上記（ア）、 （イ）の面積要件を
緩和する。

※ 面積要件を設定する場合は、工事特性を踏まえた必要最低限の要件とする。

【企業に求める要件】
� 実績工事は、民間工事、官公庁工事のいずれ
でも申請が可能。
（評価の優劣はなし。）

� 「（ア）又は（イ）」と明示している場合は、いず
れの実績でも可。

� 実績工事の要件として、施工能力評価型で改
修の場合は、原則として数値条件を付さない。
（構造・面積等の数値が明示されている場合
は、それを下回らないように留意。）

� ＣＯＲＩＮＳで、建物の構造・規模、配置予定技
術者の従事実績等が確認できない場合がある
ため、提出前にＣＯＲＩＮＳの出力内容を必ず
確認。

� 民間工事等を含めCORINSで確認できない場
合は、構造・規模、用途、配置予定技術者の
契約書の写し及び施工実績や工事経験が確
認出来る必要最小限の図面を必ず添付。

【配置技術者に求める要件】
� 配置予定技術者の経験については、「役職（現
場代理人、監理技術者等）」は問わない。
（当該工事に従事した担当技術者でよい。）

� 配置予定技術者は、複数名（２人以上）申請す
ることが可能。 ※ ただし、すべての者が参
加要件を満足する必要がある。

留意事項

平成13年4月1日以降に、関東地方整備局管内で元請けとして完成・引渡し
が完了した下記（ア）又は（イ）のいずれかの要件を満たす工事の施工実績を
有すること。
（ア） ＲＣ造、ＳＲＣ造又はＳ造で建築物の構造体の耐震改修（耐震スリット
のみの改修は除く）工事
（イ） ＲＣ造、ＳＲＣ造又はＳ造の建築物の建築一式工事
（躯体、外装及び内装を含む新築又は増築（増築にあっては増築部分））

一人の者が、過去に、元請けとして完成・引渡しが完了した上記（ア）又は
（イ）のいずれかの要件を満たす工事経験を有すること。

平成13年4月1日以降に、関東地方整備局管内で元請けとして完成・引渡し
が完了した下記（ア）又は（イ）のいずれかの要件を満たす工事の施工実績を
有すること。

（ア） ＲＣ造、ＳＲＣ造又はＳ造で延べ面積○○㎡以上の建築物の構造体の
耐震改修（耐震スリットのみの改修は除く）工事
（イ） ＲＣ造、ＳＲＣ造又はＳ造で延べ面積○○㎡以上の建築物の建築一式
工事（躯体、外装及び内装を含む新築又は増築（増築にあっては増築部分））

65



工事等級と地域要件の設定

246

＜建築の場合＞

＜地域要件（本店等の所在地）＞

①，②：ＷＴＯ対象のため地域要件は付さない

③，④：関東地方整備局管内に建設業法に基づく本店(本社)･支店･営業所

⑤ ：Ｂ業者については関東地方整備局管内に本店(本社)･支店･営業所

Ｃ業者については施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)

⑥ ：Ｃ業者については施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)・支店・営業所

Ｂ業者については施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)・支店・営業所

⑦ ：施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)・支店・営業所

⑧ ：Ｃ業者、Ｄ業者ともに施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)

⑨ ：施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)

→ Ｄ＋Ｃ

技術的難易度

Aランク

④B 等級

⑨Ｄ等級Ｄランク

４．５億円
⑤Ｂ＋Ｃ等級

⑥Ｃ＋Ｂ等級

Ｃランク

０．６億円

Ⅰ～Ⅱ Ⅲ～Ⅵ

３．０億円

Ｂランク

⑧Ｃ＋Ｄ等級
⑦Ｃ等級

一般競争入札

（政府調達協定対象）

１０．０億円

②経営事項評価点数：１１００点～１２００点以上

７．４億円
７．２億円

① 経営事項評価点数：１２００点以上

７．４億円

２．０億円

３．０億円
一般競争入札

一般競争入札

（拡大（試行））

０．６億円

③A等級

３．０億円

１．０億円

０．６億円



企業の技術力が十分発揮できる競争環境競争環境の確保

【登録機関の工事成績データの活用】
①【競争参加資格（欠格要件）】
1)同種工事が「工事成績評定点６５点未満」を登録機関の工事成績を用いて評価
2）当該工事工種の過去２年間の「工事成績評定点が平均点６０点未満」を登録機関の工事成績を用いて評価
②【評価項目】
1）企業の工事成績評定点を登録機関の工事成績を用いて評価
2）配置予定技術者の工事成績評定点を登録機関の工事成績を用いて評価

○工事成績相互利用型総合評価方式 （関東地方整備局 営繕工事）

【対象工事】
○工事区分 ：営繕工事
○対象工事 ：建築工事（建築工事）、電気設備工事（電気設備工事）、機械設備工事（暖冷房衛生設備工事）、

エレベーター設備工事（機械設備工事） ※（ ）は国土交通省工事種別

○総合評価タイプ：施工能力評価型（Ⅰ型・Ⅱ型）、技術提案評価型Ｓ型（ＷＴＯ以外・ＷＴＯ対象）

【試行の概要】
国（官庁営繕関係）の統一基準である「工事成績評定要領」に基づき評定点を算出・登録した工事成績相互利
用登録機関※の各府省等の工事成績データを、「競争参加資格」及び「総合評価落札方式の評価項目」におい
て活用する取組み。
（※工事成績相互利用登録機関）
衆議院、参議院、最高裁判所、国立国会図書館、内閣官房、内閣府、警察庁、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、環境省、防衛省 等

【目的】
１．公共建築工事において競争参加者の参加を促す。

２．工事成績データの共有化・相互利用の促進による、発注者間の連携強化を図る。
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公共建築工事における一般管理費等率を改定－適正な費用を工事費に反映－

【国土交通省HP】
http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html#２－６

○ 今般、平成２６年６月に改正された公共工事の品質確保の促進に関する法律
の基本理念にのっとり発注者の責務を果たすため、建設企業を対象とした財
務実態調査の結果等を踏まえ、一般管理費等率及び下請企業の経費率を見直
し、公共建築工事積算基準を改定した。

○ 今回の改定は、平成２９年１月１日以降に入札公告を行う営繕工事※から適
用する。

※国土交通省官庁営繕部、各地方整備局営繕部・営繕事務所、北海道開発局
営繕部及び沖縄総合事務局開発建設部が発注を担当する営繕工事

国土交通省では、公共建築工事の一般管理費等率を見直し、公共建築
工事積算基準を改定。
本改定は、平成２９年１月以降入札公告する営繕工事から適用。
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営繕工事における「入札時積算数量書活用方式」

入札時積算数量書活用方式

○入札参加者に、発注者の示す数量書「入札時積算数量書」の活用を促す。
○契約後、入札時積算数量書の積算数量に疑義が生じた場合に、受発注者間で協議※し、
必要に応じて数量を訂正し請負代金額を変更することを契約事項とする。

※受注者発議の協議は、入札時に発注者が示す入札時積算数量書の積算数量を活用した場合に可能

背景
○改正品確法において「公正な契約を適正な請負代金額によって信義に従って誠実に履行
する」と基本理念に規定された。
○従来から入札参加予定者へ「数量書」を公開、提供。ただし、「数量書」は参考資料との
位置づけのため、契約後の発注者の運用にばらつきがあった。

○円滑な変更協議によって、適正な数量に基づいた請負代金額となり、工事目的物の
品質確保及び契約の適正化に寄与する。
○発注者が示す数量書の活用の促進により、入札参加者の積算の一層の効率化に寄与
する。

今後の取組み

○受注者等からの意見・要望や課題等を把握し、必要に応じ改善を図る。
○地方公共団体等に対し、公共建築相談窓口での相談対応や各種会議等における説明を
通じ普及・促進を図る。

概 要

効 果効 果

・地方公共団体等に対して本取組みについて周知
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「入札時積算数量書活用方式」の概要

入札参加者は、発注者が示す入札時積算数量書の
積算数量を活用
※入札時積算数量書の活用は入札条件ではない

仕様書

【設計図書】

【入札時公開資料】

入札説明書
「入札時積算数量書活用方式」の
対象工事である旨等を明記現場説明書

【契約】

【設計図書】

仕様書 質問回答書

入札時積算数量書

工事費内訳書

現場説明書

図面

入札説明書別添

図面

【工事請負契約書】

必要に応じて、協議を行い、
「入札時積算数量書」を訂正

必要に応じて、
請負代金額の変更

積算数量に疑義
注１）赤字は「入札時積算数量書活用方式」の取組みに

関して記載したもの。
注２）入札時積算数量書には、別紙明細は含まない。

入札参加者

提出
入札

前項（受注者からの確認の請求）は、入札時積算数量書に
おける当該疑義に係る積算数量と、これに対応する受注者
が入札時に提出した

工事費内訳書における当該数量が同一であると確認できた
場合のみに行うことができる

「入札時積算数量書」に
疑義が生じた場合の確認
の請求、受発注者の協議、
訂正等について明記

入札時積算数量書を、
契約書に位置づけ
（参考資料ではない）

本方式の概要

○入札時積算数量書を入札説明書の別添として公開
○入札参加者は、入札時積算数量書の積算数量を活用して工事費内訳書を作成
○契約書において、入札時積算数量書に疑義が生じた場合の協議等を規定

第18条の2第2項
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発注予定情報の提供の工夫③ メール配信サービス
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公告等の概要
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工事概要書の参考配布
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公共建築相談窓口について
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公共建築相談窓口一覧
組 織 窓 口 電 話 内線 対 象 地 域

北海道開発局 営繕部 営繕調整課企画係 011-709-2311 5730 北海道

東北地方整備局
営繕部

計画課
022-225-2171

5153
青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

保全指導・監督室 5513

盛岡営繕事務所 技術課 019-651-2015 － 岩手県、青森県、秋田県

関東地方整備局

営繕部 官庁施設管理官
048-601-3151

5114 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、山梨県、長野県計画課課長補佐 5153

東京第一営繕事務所 技術課長 03-3363-2694 －
埼玉県、東京都（練馬区、新宿区、渋谷区、板橋区、北区、豊島区、
文京区、千代田区、港区）

東京第二営繕事務所 技術課長 03-3531-6550 －
千葉県、東京都（荒川区、台東区、足立区、葛飾区、墨田区、江東区、
江戸川区、中央区）

甲武営繕事務所 技術課長 042-529-0011 －
山梨県、東京都（中野区、杉並区、世田谷区、品川区、大田区、目黒
区、特別区以外）

宇都宮営繕事務所 技術課長 028-634-4271 － 栃木県、茨城県

横浜営繕事務所 技術課長 045-681-8104 － 神奈川県

長野営繕事務所 技術課長 026-235-3481 － 長野県、群馬県

北陸地方整備局
営繕部 計画課 025-280-8880 － 新潟県、富山県、石川県

金沢営繕事務所 技術課 076-263-4585 － 石川県、富山県

中部地方整備局
営繕部 計画課 052-953-8197 － 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

静岡営繕事務所 技術課 054-255-1421 － 静岡県

近畿地方整備局

営繕部

計画課長
06-6942-1141

5151
福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

計画課課長補佐 5153

保全指導・監督室 06-6443-1791 －
大阪府（高槻市、枚方市、茨木市、交野市、三島郡を除く）、兵庫県、
和歌山県

京都営繕事務所 保全指導・品質確保課 075-752-0505 －
京都府、福井県、滋賀県、奈良県、大阪府（高槻市、枚方市、茨木市、
交野市、三島郡）

中国地方整備局
営繕部 計画課課長補佐 082-221-9231 － 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

岡山営繕事務所 技術課長 086-223-2271 － 岡山県、鳥取県

四国地方整備局 営繕部 計画課課長補佐 087-851-8061 5153 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州地方整備局

営繕部
計画課課長補佐

092-471-6331
5153

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県保全指導・監督室室長補
佐

5513

熊本営繕事務所 技術課長 096-355-6122 － 熊本県、大分県

鹿児島営繕事務所 技術課長 099-222-5188 － 鹿児島県、宮崎県

沖縄総合事務局 開発建設部 営繕課 098-866-0031 5152 沖縄県 30


